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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リチウム塩、及び誘電率が３０ないし１００の溶媒と沸点が７７℃ないし１５０℃の溶
媒とよりなる混合有機溶媒を含む有機電解液において、
　少なくとも一つのオキシカルボニル基を有する六員環ないし九員環の環状有機化合物を
さらに含み、
　前記環状有機化合物は、［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９－ジオンまたは
［２，２］－ジメチル－１，３－ジオキサン－４，６－ジオンであることを特徴とする有
機電解液。
【請求項２】
　前記環状有機化合物が、前記混合有機溶媒の全質量を基準として０．１ないし２質量％
であることを特徴とする請求項１に記載の有機電解液。
【請求項３】
　前記環状有機化合物が、前記混合有機溶媒の全質量を基準として０．２５ないし１質量
％であることを特徴とする請求項２に記載の有機電解液。
【請求項４】
　前記リチウム塩の濃度は、０．５ないし２．０Ｍであることを特徴とする請求項１～３
のいずれか１項に記載の有機電解液。
【請求項５】
　前記誘電率が３０ないし１００の溶媒は、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネ
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ート、ブチレンカーボネート及びγブチロラクトンよりなる群から選ばれた少なくとも１
種であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の有機電解液。
【請求項６】
　前記沸点が７７℃ないし１５０℃の溶媒は、ジメチルカーボネート、エチルメチルカー
ボネート、ジエチルカーボネート、ジプロピルカーボネート、ジメトキシエタン、ジエト
キシエタン及び脂肪酸エステル誘導体よりなる群から選ばれた少なくとも１種であること
を特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の有機電解液。
【請求項７】
　カソードと、
　アノードと、
　請求項１ないし６のいずれか１項による有機電解液と、を含むことを特徴とするリチウ
ム電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はリチウム電池に係り、さらに詳細には、電池の厚さが許容規格内で膨脹せずに
信頼性が維持される有機電解液及びそれを採用したリチウム電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビデオカメラ、携帯電話、ノート型パソコンなどの携帯用電子機器の軽量化及び高機能
化が進められるにつれて、その駆動用電源として使われる電池について多くの研究がなさ
れている。特に、充電可能なリチウム２次電池は、既存の鉛蓄電池、ニッケル－カドミウ
ム電池、ニッケル水素電池、ニッケル亜鉛電池と比較して、単位質量当りのエネルギー密
度が３倍ほど高く、かつ急速充電が可能なため、研究開発が活発に進められている。
【０００３】
　リチウムイオン電池において、カソード活物質としては、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＣｏＯ２

、ＬｉＭｎ２Ｏ４、ＬｉＦｅＰＯ４、ＬｉＮｉｘＣｏ１－ｘＯ２（ｘ＝１，２）、Ｎｉ１

－ｘ－ｙＣｏｘＭｎｙＯ２（０≦ｘ≦０．５、０≦ｙ≦０．５）などの遷移金属化合物、
またはこれらとリチウムとの酸化物が使われており、アノード活物質としては、リチウム
金属、その合金または炭素材料、黒鉛材料などが使われている。
【０００４】
　また、電解質としては、液体電解質と固体電解質（Ｓｏｌｉｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｌｙｔ
ｅ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：ＳＥＩ）とに分類されるが、液体電解質を使用する場合には、
漏液による火災の危険性及び気化による電池の破損のような安定性と関連した多くの問題
点が発生する。このような問題点を解決するために、液体電解質の代わりにＳＥＩを使用
する方法が提案された。ＳＥＩは、一般的に、電解液の漏れの危険がなく、かつ加工が容
易であるため、多くの研究が進められており、特に高分子ＳＥＩについての研究が活発に
進められつつある。現在公知の高分子ＳＥＩは、有機電解液が全く含まれていない完全固
体型と有機電解液を含有しているゲル型とに分けられる。
【０００５】
　通常、リチウム電池は、高い作動電圧で駆動するので、既存の水系電解液は使用できな
い。これは、アノードであるリチウムと水溶液とが激しく反応するためである。したがっ
て、リチウム塩を有機溶媒に溶解させた有機電解液がリチウム電池に使われる場合には、
有機溶媒として、イオン伝導度と誘電率とが高く、かつ粘度が低い有機溶媒を使用するこ
とが望ましい。このような条件を全部満足させる単一有機溶媒は得難いため、高誘電率の
有機溶媒と低誘電率の有機溶媒との混合溶媒系または高誘電率の有機溶媒と低粘度の有機
溶媒との混合溶媒系などを使用している。
【０００６】
　リチウム２次電池では、初期充電時にアノードの炭素と電解液とが反応して陰極表面に
ＳＥＩ膜のようなパッシべーション層が形成される。このようなＳＥＩ膜は、電解液がこ
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れ以上分解せずに安定的に充放電されるように維持させ（非特許文献１）、イオントンネ
ルの役割を行ってリチウムイオンのみを通過させ、リチウムイオンを溶媒化させて共に移
動する有機溶媒が炭素アノードに共に挿し込まれることを防止するため、アノード構造の
崩れを防止する役割を行う。
【０００７】
　しかし、初期充電時には、ＳＥＩ膜の形成中にカーボネート系有機溶媒の分解によって
電池の内部にガスが発生して電池の厚さを膨脹させる問題点があり（非特許文献２）、充
電後にも高温保存時には経時的に増加した電気化学的エネルギーと熱エネルギーとによっ
て前記パッシべーション層が次第に崩れてアノード表面が露出すれば、ガス発生量がさら
に増加する。これにより、継続的にガスが発生して、電池の内圧を上昇させる。このよう
な内圧の上昇は、角形電池とリチウム重合体電池とが特定方向に膨らむなど電池の特定面
の中心部が変形する現象を誘発させるだけでなく、電池の電極群内の極板間の密着性で局
部的な差異点が発生して、電池の性能と安定性とが低下し、リチウム２次電池のセット装
着自体を難しくする問題点をもたらす。
【０００８】
　したがって、前記問題点を解決するための方法で、電解液に添加剤を注入してＳＥＩ形
成反応を変化させる方法が知られている。その例として、特許文献１には１～２０％のＮ
ブチルアミン類の化合物を電解液に使用することによって、寿命及び長期保存性を向上さ
せる方法が、特許文献２には３×１０－４～３×１０－３モルのカルシウム塩を添加して
電池の保存性を向上させる方法が、特許文献３にはアゾ化合物を添加して電解液と陰極と
の反応を抑制させることによって、電池の保存性を向上させる方法が開示されている。ま
た、特許文献４には、電解液にＣＯ２を添加する方法が、特許文献５には、電解液にスル
フィド系化合物を添加して電解液の分解を抑制する方法が記載されている。
【０００９】
　しかし、このように少量の有機物または無機物を添加することによって、陰極表面に適
切な被膜の形成を誘導する方法によれば、電解液として使われる溶媒の種類や前記添加剤
の電気化学的特性によって、陰極表面に生成されるＳＥＩ膜の性質が変わるため、前述し
た従来の添加剤の場合には、生成するＳＥＩ膜が依然として不安定であるため、電解液の
分解による気体の発生を十分に抑制できないという問題点がある。
【００１０】
　特許文献６では、メタクリル酸メチル、アクリル酸ブチル、イソプレンなどの重合性有
機化合物を添加剤として使用し、炭素系陰極物質の表面に前記ビニル基を含む化合物の重
合体膜を生成させることによって、電解液の分解反応を減少させる構成を開示しているが
、前記重合性有機化合物を使用する場合には、陰極物質の表面に生成する重合体膜が抵抗
として作用して電池のインピーダンスを向上させるため、容量の低下及び電池の低温及び
高率環境での性能の低下などの問題点が存在する。そして、前記重合性有機化合物の重合
時に生成する被膜は、電気重合反応によって発生するので、被膜の成長方向、すなわち、
重合反応の方向が電極物質の表面と水平な方向を有していないため、被膜の均一度及び緻
密性が低下してアノードと電解液との副反応が存在し続ける可能性が高い。
【特許文献１】特開平８（１９９６）－３２１３１２号公報
【特許文献２】特開平８（１９９６）－６４２３８号公報
【特許文献３】特開平６（１９９４）－３３３５９６号公報
【特許文献４】特開平７（１９９５）－１７６３２３号公報
【特許文献５】特開平７（１９９５）－３２０７７９号公報
【特許文献６】米国特許６２９１１０７号明細書
【非特許文献１】Ｊ．Ｐｏｗｅｒ　Ｓｏｕｒｃｅｓ，５１（１９９４），７９～１０４
【非特許文献２】Ｊ．Ｐｏｗｅｒ　Ｓｏｕｒｃｅｓ，７２（１９９８），６６～７０
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
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　本発明が解決しようとする第１技術的課題は、電池の信頼性が確保され、充放電サイク
ルが続いても電池の厚さが許容値以内である有機電解液を提供することにある。
【００１２】
　また、本発明が解決しようとする第２技術的課題は、前記電解液を採用したリチウム電
池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、第１課題を解決するために、リチウム塩、及び誘電率が３０ないし１００の
溶媒と沸点が７７℃ないし１５０℃の溶媒とよりなる混合有機溶媒を含む有機電解液にお
いて、少なくとも一つのオキシカルボニル基を有する六員環ないし九員環の環状有機化合
物をさらに含み、前記環状有機化合物は、［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９
－ジオンまたは［２，２］－ジメチル－１，３－ジオキサン－４，６－ジオンであること
を特徴とする有機電解液を提供する。
【００１４】
　本発明は、前記第２課題を解決するために、カソードと、アノードと、本発明による前
記有機電解液を含むことを特徴とするリチウム電池を提供する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の有機電解液及びそれを採用したリチウム電池は、還元分解安定性を向上させて
第１サイクルでの非可逆容量を低減させるだけでなく、電池充放電の効率及び長期寿命を
向上させ、常温で化成及び標準充電後に厚さが一定の規格を超えないので、電池の信頼性
を向上させうる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明についてさらに詳細に説明する。
【００１７】
　本発明の有機電解液は、リチウム塩、及び誘電率が３０ないし１００の溶媒と沸点が７
７℃ないし１５０℃の溶媒とよりなる混合有機溶媒を含み、少なくとも一つのオキシカル
ボニル基を有する六員環ないし九員環の環状有機化合物をさらに含み、前記環状有機化合
物は、［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９－ジオンまたは［２，２］－ジメチ
ル－１，３－ジオキサン－４，６－ジオンであることを特徴とする。
 
【００１８】
　前記六員環ないし九員環の環状有機化合物は、アノード表面で電気化学的還元によって
開環すると同時に重合が起こるため、アノード表面のＳＥＩを改質する役割を行い、特に
、生成した化合物内に炭素－酸素二重結合が存在するため、陰極物質の表面との接着性に
優れ、また緻密度も優れるため、グラファイトの表面と電解質との副反応を抑制して電池
の膨脹を抑制し、電池の信頼性の確保を可能にする。本発明に使われる前記環状有機化合
物は、５個以内の単分子が開環重合すると同時に、リチウムイオンと配位し、かつ重合度
が低いため、被膜形成時に抵抗として作用する程度が微弱で、電池の性能に悪影響を及ぼ
さないと判断される。
【００１９】
　前記環状有機化合物は、少なくとも一つのオキシカルボニル基を有するものであって、
電気化学的重合が可能な化合物であれば、特別に制限されない。オキシカルボニル基は環
を構成する成分であることが好ましい。例えば、ラクチド、エプシロン（ｅｐｓｉｌｏｎ
)－カプロラクトン、ジグリコール酸無水物、［１，４］ジオキサン－２，５－ジオン、
［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９－ジオンまたは［２，２］－ジメチル－１
，３－ジオキサン－４，６－ジオンでありうる。
【００２０】
　前記環状有機化合物の含量は、前記混合有機溶媒全質量を基準として、通常、０．１な
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いし２質量％、さらに望ましくは０．２５ないし１質量％であるが、前記範囲を外れると
、電池の厚さが著しく膨張するか、または電池の充放電特性が低下するという問題点があ
る。
【００２１】
　本発明に使われる誘電率が、通常、３０以上、好ましくは３０～１００、望ましくは３
４～９５、さらに望ましくは３９～９０の溶媒としては、当業界に使われるものであれば
、特に制限されず、例えば、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレン
カーボネートなどの環状カーボネートまたはγ－ブチロラクトンを使用できる。
【００２２】
　また、沸点が、通常、１５０℃以下、好ましくは７７℃～１５０℃、望ましくは９０℃
～１５０℃、さらに望ましくは９０℃～１２０℃の溶媒も当業界で通常的に使われるもの
であって、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、
ジプロピルカーボネートなどの鎖型カーボネート、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン
または脂肪酸エステル誘導体などを使用でき、特に制限されない。
【００２３】
　前記誘電率が３０以上の溶媒と沸点が１５０℃以下の溶媒との混合体積比は、１：１な
いし１：９であることが望ましく、前記範囲を外れるときには、放電容量及び充放電寿命
の側面で望ましくない。
【００２４】
　また、前記リチウム塩は、リチウム電池で一般的に使われるものであれば、何れも使用
可能であり、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＰＦ６、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）、
ＬｉＢＦ４、ＬｉＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３、及びＬｉＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２よりなる群か
ら選択された一つ以上の化合物が望ましい。
【００２５】
　有機電解液のうち前記リチウム塩の濃度は、０．５ないし２Ｍほどであることが望まし
いが、リチウム塩の濃度が０．５Ｍ未満の場合には、電解液の伝導度が低くなって電解液
の性能が低下し、２．０Ｍを超えるときには、電解液の粘度が向上してリチウムイオンの
移動性が低下するという問題点がある。
【００２６】
　以下、本発明の有機電解液を採用したリチウム電池およびその製造方法について説明す
る。
【００２７】
　本発明のリチウム電池は、カソードと、アノードと、本発明による有機電解液と、を含
むことを特徴とする。
【００２８】
　本発明のリチウム電池は、その形態が特に制限されず、リチウムイオン電池、リチウム
イオン重合体電池などのリチウム２次電池はもとより、リチウム１次電池も可能である。
【００２９】
　本発明のリチウム電池は、次のように製造できる。
【００３０】
　まず、カソード活物質、導電剤、結合剤及び溶媒を混合してカソード活物質の組成物を
準備する。前記カソード活物質組成物をアルミニウム集電体上に直接コーティング及び乾
燥してカソード極板を準備する。前記カソード活物質組成物を別の支持体上にキャスティ
ングした後、この支持体から剥離して得たフィルムをアルミニウム集電体上にラミネーシ
ョンしてカソード極板を製造してもよい。
【００３１】
　前記カソード活物質としては、リチウム含有金属酸化物であって、当業界で一般的に使
われるものであれば、何れも使用可能であり、例えば、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＭｎｘＯ２ｘ

、ＬｉＮｉ１－ｘＭｎｘＯ２ｘ（ｘ＝１，２）、Ｎｉ１－ｘ－ｙＣｏｘＭｎｙＯ２（０≦
ｘ≦０．５、０≦ｙ≦０．５）などが挙げられる。
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【００３２】
　導電剤としては、カーボンブラックを使用し、結合剤としては、ビニリデンフルオライ
ド／ヘキサフルオロプロピレン共重合体、ポリビニリデンフルオライド、ポリアクリロニ
トリル、ポリメチルメタクリレート、ポリテトラフルオロエチレン及びその混合物、スチ
レンブタジエンゴム系重合体を使用し、溶媒としては、Ｎメチルピロリドン、アセトン、
水などを使用する。このとき、カソード活物質、導電剤、結合剤及び溶媒の含量は、リチ
ウム電池で一般的に使用するレベルである。
【００３３】
　前述したカソード極板の製造と同様に、アノード活物質、導電剤、結合剤及び溶媒を混
合してアノード活物質組成物を製造し、これを銅集電体に直接コーティングするか、また
は別の支持体上にキャスティングし、この支持体から剥離させたアノード活物質フィルム
を銅集電体にラミネーションしてアノード極板を得る。
【００３４】
　アノード活物質としては、リチウム金属、リチウム合金、炭素材またはグラファイトを
使用する。アノード活物質の組成物では、導電剤、結合剤及び溶媒は、カソードの場合と
同じものを使用する。場合によっては、前記カソード電極活物質組成物及びアノード電極
活物質組成物に可塑剤をさらに加えて電極板の内部に気孔を形成してもよい。
【００３５】
　セパレータとしては、リチウム電池で一般的に使われるものであれば、何れも使用可能
である。特に、電解質のイオン移動に対して低抵抗であり、かつ、電解液含浸能力が優れ
ることが望ましい。これをさらに具体的に説明すれば、ガラスファイバ、ポリエステル、
テフロン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、
その組み合わせのうちから選択された材質であって、不織布または織布型でもよい。これ
をさらに詳細に説明すれば、リチウムイオン電池の場合には、ポリエチレン、ポリプロピ
レンなどの材料よりなる巻取り可能なセパレータを使用し、リチウムイオン重合体電池の
場合には、有機電解液含浸能力が優れたセパレータを使用するが、このようなセパレータ
は、下記の方法によって製造可能である。
【００３６】
　すなわち、高分子樹脂、充填剤及び溶媒を混合してセパレータ組成物を準備した後、前
記セパレータ組成物を電極の上部に直接コーティング及び乾燥してセパレータフィルムを
形成するか、または前記セパレータ組成物を支持体上にキャスティング及び乾燥した後、
前記支持体から剥離させたセパレータフィルムを電極の上部にラミネーションして形成で
きる。
【００３７】
　前記高分子樹脂は、特に限定されず、電極板の結合剤として使われる物質が何れも使用
可能である。例えば、ビニリデンフルオライド／ヘキサフルオロプロピレン共重合体、ポ
リビニリデンフルオライド、ポリアクリロニトリル、ポリメチルメタクリレート及びその
混合物を使用できる。特に、ヘキサフルオロプロピレンの含量が８ないし２５質量％のビ
ニリデンフルオライド／ヘキサフルオロプロピレン共重合体を使用することが望ましい。
【００３８】
　前述したようなカソード極板とアノード極板との間にセパレータを配置して電池構造体
を形成する。このような電池構造体をワインディングするか、または折り畳んで円筒形電
池ケースまたは角形電池ケースに入れ込んだ後、本発明の有機電解液を注入すれば、リチ
ウムイオン電池が完成する。
【００３９】
　また、前記電池構造体をバイセル（ｂｉ－ｃｅｌｌ)構造で積層した後、これを有機電
解液に含浸させ、得られた結果物をパウチに入れて密封すれば、リチウムイオン重合体電
池が完成する。
【実施例】
【００４０】
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　以下、望ましい実施例によって本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれに限定
されるものではない。
【００４１】
　（電解液の製造）
　（参考例１）
　エチレンカーボネート３０体積％、プロピレンカーボネート１０体積％、及びエチルメ
チルカーボネ－ト６０体積％よりなる混合有機溶媒に、環状有機化合物としてラクチドを
０．１質量％添加し、リチウム塩としては１Ｍ　ＬｉＰＦ６を使用して、有機電解液を製
造した。
【００４２】
　（参考例２）
　前記ラクチドの添加量を１質量％としたことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電
解液を製造した。
【００４３】
　（参考例３）
　前記ラクチドの添加量を２質量％としたことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電
解液を製造した。
【００４４】
　（参考例４）
　環状有機化合物として、ラクチドの代りにエプシロン－カプロラクトン０．１質量％を
添加したことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００４５】
　（参考例５）
　前記エプシロン－カプロラクトンの添加量を１質量％としたことを除いては、参考例４
と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００４６】
　（参考例６）
　前記エプシロン－カプロラクトンの添加量を２質量％としたことを除いては、参考例４
と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００４７】
　（参考例７）
　環状有機化合物として、ラクチドの代りにジグリコール酸無水物０．１質量％を添加し
たことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００４８】
　（参考例８）
　前記ジグリコール酸無水物の添加量を１質量％としたことを除いては、参考例７と同じ
方法で有機電解液を製造した。
【００４９】
　（参考例９）
　前記ジグリコール酸無水物の添加量を２質量％としたことを除いては、参考例７と同じ
方法で有機電解液を製造した。
【００５０】
　（参考例１０）
　環状有機化合物として、ラクチドの代りに［１，４］ジオキサン－２，５－ジオン　０
．１質量％を添加したことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５１】
　（参考例１１）
　前記［１，４］ジオキサン－２，５－ジオンの添加量を１質量％としたことを除いては
、参考例１０と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５２】
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　（参考例１２）
　前記［１，４］ジオキサン－２，５－ジオンの添加量を２質量％としたことを除いては
、参考例１０と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５３】
　（実施例１３）
　環状有機化合物として、ラクチドの代りに［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，
９－ジオン０．１質量％を添加したことを除いては、参考例１と同じ方法で有機電解液を
製造した。
【００５４】
　（実施例１４）
　前記［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９－ジオンの添加量を１質量％とした
ことを除いては、実施例１３と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５５】
　（実施例１５）
　前記［１，３，５，７］テトロオキソナン－８，９－ジオンの添加量を２質量％とした
ことを除いては、実施例１３と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５６】
　（実施例１６）
　環状有機化合物として、ラクチドの代りに［２，２］－ジメチル－１，３－ジオキサン
－４，６－ジオン　０．１質量％を添加したことを除いては、参考例１と同じ方法で有機
電解液を製造した。
【００５７】
　（実施例１７）
　前記［２，２］－ジメチル－１，３－ジオキサン－４，６－ジオンの添加量を１質量％
としたことを除いては、実施例１６と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５８】
　（実施例１８）
　前記［２，２］－ジメチル－１，３－ジオキサン－４，６－ジオンの添加量を２質量％
としたことを除いては、実施例１６と同じ方法で有機電解液を製造した。
【００５９】
　（比較例１）
　エチレンカーボネート３０体積％、プロピレンカーボネート１０体積％、及びエチルメ
チルカーボネート６０体積％よりなる混合有機溶媒に、リチウム塩としては１Ｍ　ＬｉＰ
Ｆ６を使用して、有機電解液を製造した。
【００６０】
　（比較例２）
　エチレンカーボネート３０体積％、プロピレンカーボネート１０体積％、及びエチルメ
チルカーボネート６０体積％よりなる混合有機溶媒に重合性有機化合物としてメタクリル
酸メチルを０．１質量％添加し、リチウム塩としては１Ｍ　ＬｉＰＦ６を使用して、有機
電解液を製造した。
【００６１】
　（比較例３）
　前記メタクリル酸メチルの添加量を１質量％としたことを除いては、比較例２と同じ方
法で有機電解液を製造した。
【００６２】
　（比較例４）
　前記メタクリル酸メチルの添加量を２質量％としたことを除いては、比較例２と同じ方
法で有機電解液を製造した。
【００６３】
　（リチウム電池の製造）
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　（参考例１９～３０および実施例３１～３６）
　ＬｉＣｏＯ２　９５ｗｔ％、結着剤としてＰＶｄＦ　２ｗｔ％及びカーボン導電剤３ｗ
ｔ％を混合し、ここにＮメチルピロリドン（ＮＭＰ）（１００ｍｌ）及びセラミックボー
ルを加えた後、この混合物を２００ｍｌプラスチック瓶に入れて１０時間の間よく混練さ
せた。次いで、１５μｍの厚さのアルミ箔上に２５０μｍ間隔のドクターブレイドでキャ
スティングしてカソード電極を得た後、これを約１１０℃のオーブンに入れて約１２時間
乾燥させてＮＭＰを完全に気化させた。前記カソード電極をロールプレスして９５μｍの
厚さのカソードを得た。
【００６４】
　アノード活物質は、グラファイト系粉末９６ｗｔ％、結着剤としてＰＶｄＦ　４ｗｔ％
、及びＮＭＰ　１００ｍｌを添加して十分に混合した後、セラミックボールを入れて約１
０時間の間よく混錬させた。前記混合物を１９μｍの厚さの銅箔上に３００μｍ間隔のド
クターブレイドでキャスティングしてアノード電極を得た後、これを９０℃のオーブンに
入れて約１０時間乾燥させてＮＭＰを完全に気化させた。次いで、前記アノード電極をロ
ールプレスして１２０μｍの厚さのアノードを得た。
【００６５】
　セパレータは、２０μｍの厚さのポリエチレン／ポリプロピレン微多孔性膜（Ｈｏｅｓ
ｔ　Ｃｅｌｌａｎｅｓｅ社製、米国）を使用した。
【００６６】
　前記の方法で製造された電極間に前記セパレータを載せ、巻取り、圧縮して角形の缶に
入れた後、参考例１～１２および実施例１３～１８によって製造された電解液を注入して
角形電池を製造した。
【００６７】
　（比較例５～８）
　比較例１～４によって製造された有機電解液を使用したことを除いては、参考例１９と
同じ方法で角形電池を製造した。
【００６８】
　（試験例１）
　（充電後、電池の厚さ変化テスト）
　参考例１９～３０、実施例３１～３６、及び比較例５～８で製造した電池を４．２Ｖま
で充電した後、充電前後による電池厚さの膨脹分についてマイクロメータを使用して測定
し、その結果を表１に示す。
【００６９】
　（試験例２）
　（電池のサイクル特性テスト）
　参考例１９～３０、実施例３１～３６、及び比較例５～８で製造した電池に対して１Ｃ
レートで充放電を実施し、初期容量対比１００回サイクルでの容量維持率をサイクル特性
対応値と定めて、その結果を表１に示す。
【００７０】
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【表１】

 
【００７１】
　表１に示されるように、比較例の場合には、厚さの変化率が最大４８％であり、サイク
ル容量維持率も８０％ほどである一方、本発明による電解液を使用した電池の場合には、
厚さの変化率が一般的に１５％内外であり、実施例３１の場合にも、２５％を超えずとも
容量維持率が９０％以上の優れた性能を有することがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　有機電解液及びそれを採用したリチウム電池は、例えば、ビデオカメラ、携帯電話、ノ
ート型パソコンなど携帯用電子機器の駆動用電源として使用されうる。
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